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　◆女性差別撤廃を実現するためには様々な分野での改善が必要ということを改めて知らされた。法案として通さなければならないことも知った。そのために運動している婦団連の方々に感謝します。もっと国民全体の問題として経済、政治、歴史など、幅広く、国会などで取り組まねばならない大きな問題だと思います。（深大寺北町　二見真由美）


　◆根強い性別役割分担がまだまだ染み込んでいることが、女性差別が当然というように世間の中心にあるのではないかと思いました。（国領町　鈴木ヒデヨ）


　◆いろんなことを教えていただきました。参加してよかったと思います。


　　　　　（堀常子）


　◆度重なる国連女性差別撤廃委員会からの勧告をほとんど無視してきた日本政府が今回の皇室典範改正勧告に抗議して当該委員会に拠出金の使用を拒否したことと、夫婦別姓が自民党の根強い抵抗でいつまでも実現しないことは同根で、家父長制を死守しようとする保守派の抵抗だ。家制度が廃止されたとはいえ、戸籍の世帯主という形で｢戸主｣概念は厳然として残っている。今日の例会の会場参加者を見ても、21人中男性は事務局の２名を除けばたったお一人で、「ジェンダー平等」が男性の関心外にあることを示している。１４６ヶ国中１１８位という日本女性の地位改善への道はまだまだ遠い。ここまで書いてはっとした。わたしもＬＧＢＴの集会に参加したことがない。他者の痛みを自分のものとするのは容易なことではない。その意味でも、ズーム視聴のお二人を含め、参加された男性に敬意を表します。(布田・石川康子）


　◆女性差別撤廃委員会に参加された柴田さんのお話を聞く機会をいただき、たいへんありがとうございました。日本のジェンダーギャップ指数が低いことは知っていましたが、選択議定書の批准がなければ女性差別撤廃条約だけでは実効性が低いこと、個人通報制度によって問題の解決が早められることなどはきちんと知らなかったので理解が深まりました。報告審議を充実したものにするために、さまざまな女性団体がロビー活動などをしていただいているのを知り、このような皆さんのおかげで、女性差別撤廃へのいくつもの法律が整備され、勧告が出てきたんだとわかりました。所得税法56条で自営業や農家の女性が差別されていることも初めて認識しました。今日質問され方と同じく、私も30年以上前に「もうすぐ選択的夫婦別姓が実現する」と思って結婚しました。法制化されたら、手続きが面倒でも絶対に別姓にすると思っていますが、早く実現しないと、年取って自分では手続きが難しくなってしまうかも。そんなことにならないように、そして娘や孫のためにも、少数与党で、反対している統一協会に解散命令が出た今こそ、選択的夫婦別姓制度を作らせなければいけないと思います。　（大石美夏）


　◆ＺＯＯＭで拝聴しました。配信作業は手数だと思いますが時間のない受信者にとっては大変助かります。ありがとうございます。きょうのお話で、国際目線から見た日本の女性差別をめぐる状況がよく分かりました。疑問に思ったのは、なぜ政府が改善に後ろ向きなのかということ。女性差別撤廃は経済界にとっても何ら問題ないはず。自民党右派勢力への忖度？家父長的風土の根強さ？（私自身にも？） 


　　(柴崎・大松重雄)


　◆国内外で活動していらっしゃる柴田さんのお話を伺えてとても良かったです。法律上では平等だけど、現実には不平等なことが沢山あって、でもこの不平不満を出すと、今まで何となくうまくいっていたのがぎくしゃくしそうで、ついつい我慢してしまう私です。今日のお話を聞いて、いつも思っている事を、グループで話し合ったり、相手にもやさしく訴えてみようと思いました。それが少しでも後に続く人たちのためにもなりそうだから。注意しながらやってみます。｛無記名｝











女性の権利を国際基準に！
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第２１１回(４月)例会 参加費300円


自衛隊も米軍も､


　　　 日本にはいらない


　　　　 お話：花岡 蔚(しげる)さん


　　  　   　　新版｢自衛隊も米軍も､日本には


　　　　　　　いらない｣（花伝社刊）著者





日時:2025年4月26日(土)13:30～


場所:たづくり９階研修室





●5月3日｢憲法集会｣があるため5月例会は見送ります。第212回例会は6月13～15日の｢たづくりまつり｣の中で､14日(土)午前10時半からたづくり8階｢映像シアター｣で開催します。





（１面からの続き）





　〇所得税法第五六条の廃止





　勧告は＊女性の経済的自立を促進するため、女性の家族経営企業での労働を認めるよう所得税法五六条を改正すること＊農山漁村部の女性、特に遠隔地の女性が保健医療、社会保護、傷病手当金や出産手当金その他の基本的サービス、公共交通機関への十分なアクセスを有することを確保するよう求めている。


　事前質問への政府回答は、所得税法の規定は性別を問わず適用されるもので前回勧告にある「女性の経済的自立を妨げる影響がある」との指摘は当たらないとしている。


　しかし所得税法五六条は、労働に対する報酬を認めない差別規定で、憲法一四条・法の下の平等、二四条・両性の平等、二七条・労働の権利などに違反しており、家族従業者は所得証明が得られないため社会保障は劣悪、保育所申し込みなども不利益を受けている。





　〇雇用





　男女賃金格差の解消について、正規雇用の機会の拡大、非正規雇用の処遇改善など具体的な改善を要請し＊管理職割合を同等に＊男女賃金格差是正、同一価値労働同一賃金の原則＊女性活躍推進法に基づく賃金格差の公表を中小企業にも＊非正規労働者への給付拡大、正規雇用へのアクセスなど具体的な一一項目の勧告を行った。


　○包括的性教育





年齢に応じた性教育を政治家の干渉を受けずに学校教育課程に組み込むこと、性と生殖に関する健康と権利の保障を勧告した。





　〇皇室典範規定をめぐって





　委員会は、皇室典範の規定が委員会の権限の範囲外であるという締約国の立場にも留意するが、皇統に属する男系の男子のみに皇位継承を認めることは本条約第一条および第二条、ならびに条約の目的および趣旨と相いれないとして、締約国日本に対し、継承法を改正した他の締約国の好事例に着目し、皇位継承における女性と男性の平等を保障するために皇室典範を改正するよう勧告した。


　日本政府は、皇室典範に定める我が国の皇位継承のあり方は、国家の基本に関わる事項、女性に対する差別の撤廃を目的とする本条約の趣旨に照らし、委員会が我が国の皇室典範について取り上げることは適当ではないとして、外務省のＣＥＤＡＷへの拠出金除外と、委員の訪日プログラム中止を決めた。しかし拠出金は少なくとも二〇〇五年以降は出していない。





　最後に講師は国連欧州本部前の「壊れた椅子」のモニュメントの写真を示しながら、女性の権利を国際基準に！　勧告を生かし、ジェンダー平等の実現を！と結んだ。


　 （三浦久美子･記）








３月2９日


参加者の感想
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